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はじめに；「利益持率」とは
技術発明の価値は、その発明技術が現実に商品を生みその商品事業の「収入」から「費用」を除した金額、つまり利益額がプラスとなった後に、即ち「事後」にはじめて「利益額×寄与率」として確定する。相当の対価額を事前に知ることは不可能である。しかし「寄与率」を事前に、当該事業に関わる「社」および「者」の間で、ある種の「博打」の様に取り決めることは可能である。米国LLCを典型例とするPartnershipという、日本人には未知の会社形態では、この様に事前に決める「寄与率」のことをProfits Interest（利益持率）と呼ぶ。当該技術が利益実現にどのくらい寄与するかを、Partnership参加者つまりPartner達が事前に予想し、もし首尾良く利益実現したならば「利益の30%の分け前が当該技術発明者のもの」などと決めるのが「利益持率」である。
「利益持率」とは「権利」の一種である。この権利関連のCommon Law整備が米国ではInternal Revenue Code（内国歳入慣例）によって進み、ある種の博打の様な「企業間親密協業」によるOpen Innovationが盛んに行われている。
本論文では、1)「利益持率」概念がOpen Innovationの要であること、2)「利益持率」概念が「Non arm’s length経済」に属すること、3)日本には「Non arm’s length経済」そのものが未だキチンと導入されていないことを示す。すなわち我が国にとってOpen Innovation 実現が前途多難であることを説明する。

1) 「利益持率」概念がOpen Innovationの要

「Open Innovationとは社外の複数の技術を活用して行うもの」として日本人には知られているが、これは正確ではない。正しくは、「上手くいくかどうか分からない社外技術」を「あれやこれや」組み合わせ、試行錯誤して行うのがOpen Innovationである。
「Open Innovationはチェスでなくポーカーである」と、提唱者であるHenry Chesbrough氏が喩えている事からも分かるが、まるでポーカーの5枚のトランプカードの様に、社外技術を「取っ替え引っ替えに」組み合わせるのがその最大の特徴である。「チェス」では駒は６種類16駒でありそれらを全部使う。それぞれの機能・性能は既知である。博打性は低い。しかし「ポーカー」では、最初に配られる5枚のカード、あるいはチェンジしたのち配られるカードの機能・性能は分からない。この様に、良いのか悪いのか本当のところは評価が定まらない社外技術を、「勘」を頼りに取り込んだり捨てたりして進めるのがOpen Innovationである。博打性は高い。
この様に不確実な技術を色々と試す際にいちいちお金を払って技術調達していたのでは、お金はいくらあっても足りなくなる。ないしは、技術発明者から技術を搾取することが横行してしまう。従って現実にOpen Innovationを進めるには「利益持率」という権利の付与と引き替えに当該技術の使用権を権利者から入手するという取引がその要となる。
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なお利益持率を、Corporate（日本で言う‘株式会社‘）におけるストック・オプションと比較して、その有利な点をまとめたのが右図である。「下落リスクが無い」即ち「損を分担する義務がない」ことが第一の特徴である。損をいちいち発明者に分担させていたのでは、冒険的な技術は獲得できない。「下落リスク無し」の特徴もOpen Innovationにとって必須である。
2) 「利益持率」概念はNon arm’s length経済に属する

「経済」はヒトとヒトの間で取り交わす「取引」で成り立っている。「取引」とは、何かと何かの交換のことであり、二種類ある。何かとお金の交換、これをArm’s length取引といい、お金でない何かとお金でない何かの交換のことをNon arm’s length取引という。

 ‘Arm’s length’というイディオムは非常に口語的であり「ヨソヨソしい、他人行儀な」といった意味である。Arm’s lengthな間柄、つまり他人関係間で取引を成り立たせるためには、汎用的な価値物差し、つまり「お金」が必要となるし、更に言えば取引される対象は、広く価値が認められている財・サービス・権利に限られる。逆に言えば、価値が一般人に対して定まらないものはArm’s length取引されない。たとえば発明間際の、まだ誰も試していない様な技術に対して価値鑑定を行い値付けしArm’s length取引をするのは困難である。

他方、Non arm’s lengthな間柄、つまり仲間関係間では、ある特定のテーマにおいて財・サービス・権利と財・サービス・権利の交換が可能となる。たとえば特許のクロスライセンス。同業社間では、A社の持っている特許の実施権とB社の持っている特許の実施権を交換するというクロスライセンスが頻繁に行われる。この様なクロスライセンスはNon arm’s length取引の一種である。
Marketとは「共通の価値物差しを持った集団」であるが、人々の活働目的が衣食住の充足にあった時代には、Public marketだけが存在した。しかし、時代が進み人々の活働目的に更に「個々人ごとの豊かさの追求」が加わり、この21世紀には「public market + a lot of private markets」から成る新混合経済のMarketが出現したのである。
Open Innovationでは、「利益持率」という権利の付与と引き替えに、試してみたい技術の使用権を権利者から入手するという「取引」によって技術調達が為されると述べた。「利益持率」は，値付けが難しい新興技術の調達に不可欠であり、Non arm’s length経済に属するものである。
3) 日本には「Non arm’s length経済」そのものが未だキチンと導入されていない
実は、経済の原型はNon arm’s length経済だった。11世紀の欧州、ローマ帝国が衰えたため人々が自ら交易をしなければならなくなった時代、商業ルネサンス期、Partnershipの原型であるCommnenda契約が発明された。その説明を2005年刊の『世界貿易百科；Encyclopedia of World Trade』の「Partnership」の項目から訳出し整理すると；
Commenda契約ではcommendatorと呼ばれる定住投資家（sedentary investor）がtractatorと呼ばれる巡回共同事業者（traveling associate）に財産・資金を前渡し(advance)する。その後tractatorは自らの役務を拠出する。つまり例えば、預かった財産・資金を持って遠方まで旅に出る。そして、その遠方地において貿易を行い「利益」を作り、再びcommendatorのもとへ戻ってくる。その後「利益」は分配され、commendatorは四分の三を、tractatorは四分の一を受領する。

この例ではつまり、tractatorが出資した役務の価値はcommendatorが出資した財産・資金の価値の三分の一であると（両者の間で）決定されたのだ。この様にEquity（出資された財・サービス・権利）とは、良く見知った仲間達だけ、つまり「内部者達」だけが等価価値を見積もるものだったし、また、金銭という絶対的尺度ではなく、具体的な役務や財産と比較した上で、それの何倍ないし何割に相当するという具合に「相対的尺度」で見積もるものだった。すなわちEquityはNon arm’s lengthな経済に属していた。「自分達だけで、仲間内で」、「相対的尺度」で見積もるものだったのだ。

･･･となる。この様にNon arm’s lengthだった経済がArm’s lengthへと一変するのは20世紀のはじめのころ、1929年の大恐慌から1939年の第二次大戦勃発までの保護主義の嵐の時代である。右図にまとめたので参照されたい。ことに1933年、国際連盟において国際租税ルールにArm’s length Principle（Corporate間の取引はArm’s length取引に限定するという原則）が成立したのは象徴的である。要は、Non arm’s length経済の「取引時に利益額が確定しない」、つまり「取引時には所得税を徴収できない」という特徴を、「不況と戦争に喘ぎ」「我が国だけは生き延びたい」と願う各国政府が嫌ったのである。例えば1944年の米国の税収全体の実に46%が、Corporate Income Tax（日本で言う法人所得税）からの税収であった。
しかし戦後、米英をはじめ世界の諸国は、経済をもう一度Non arm’s lengthに戻す作業に取りかかる。例えば企業税負担を軽減するレーガノミクスが最高潮に達した1983年の米国では、税収全体に占めるCorporate Income Tax税収の割合は9%である。翻って日本はというと、シャウプ税制が導入された直後の1951年に全税収の40%を法人所得税収で賄ったのを皮切りに、現在もその割合は30%前後を保ったままである。即ち、日本には「Non arm’s length経済」そのものが未だキチンと導入されていないのである。
4) おわりに
以上、本論文では、1)「利益持率」概念がOpen Innovationの要であること、2)「利益持率」概念が「Non arm’s length経済」に属すること、3)日本には「Non arm’s length経済」そのものが未だキチンと導入されていないことを示した。すなわち、我が国にとってOpen Innovation 実現が前途多難であることを説明した。
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